
令和７年度森林吸収源インベントリ情報整備事業 

「森林経営」対象森林率調査（指導取りまとめ業務）仕様書

１ 件名

令和７年度森林吸収源インベントリ情報整備事業「森林経営」対象森林率調査（指

導取りまとめ業務） 

２ 事業目的

我が国は、地球温暖化対策計画（令和7年2月18日閣議決定）において、森林を含む

温室効果ガス吸収源によって、2030年度に約47.7百万t-CO2、2040年度に84百万 t-CO

2の森林吸収量を確保する目標を掲げている。森林吸収量の計上対象となる森林は、

「森林経営」が行われている森林（以下、「FM林」という。）に限定されており、育

成林については、森林を適切な状態に保つために1990年以降に森林施業が行われた森

林が該当する。 

本業務は、育成林のうち、FM林の割合（以下「FM率」という。）を把握するために、

別途林野庁が発注を予定している令和７年度森林吸収源インベントリ情報整備事業

「森林経営」対象森林率調査（現地調査業務）（全国を６ブロックに分割して実施する

予定。以下「現地調査業務」という。）に係る精度管理や結果の取りまとめを行い、森

林吸収量の算定に必要なFM率データの更新を行うことを主な目的とする。 

３ 事業内容

本業務では、現地調査業務の受託者（以下「現地調査業務受託者」という。）に対

する調査方法の指導等を通じて調査結果の精度管理を行うとともに、調査結果の取り

まとめにより令和６年度末時点のFM率の集計を行う。 

特に、FM率の集計結果はパリ協定の下での森林吸収量算定の基礎データとなるため、

本調査の実施に当たっては、GPG-LULUCF（温室効果ガスインベントリ報告書作成のた

めのガイドライン）等の指針に基づいた国際的な報告・審査に耐えうる内容となるよ

う、透明性、一貫性、検証可能性に十分配慮するものとする。 

なお、現地調査業務の調査予定箇所は、別紙１（民有林）、別紙２（国有林）のと

おりである。 

※ 現地調査の実施に係る森林所有者の把握や許諾の取得及び地図データの作成等

については、現地調査業務の仕様書を参照すること。

（１）事業体制

本事業の実施に当たっては、技術士（森林部門）又は林業技士を配置すること。

また、指導取りまとめの業務の一部を技術士（森林分野）又は林業技士が所属する

者に委託させる又は請け負わせる場合は、そのことが確認できるようにすること。 

（２）現地調査業務の調査方法の指導

現地調査業務の調査方法の改善と継続性の確保、得られるデータの品質及び精度

確保の観点から、過年度の調査結果及び調査委員会の指摘等（過年度における本事

業調査報告書等を参照のこと。https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/onda

nka/ondanka_zigyo.html）を踏まえ、現地調査業務受託者（再委託先を含む。）に



対し、下記について実施する。

ア 講習会の開催、現地調査業務受託者からの要請等に基づく指導の実施

全ブロックの現地調査業務受託者に対し、調査の全体の流れ（調査許諾手続き

から調査実施及び報告方法まで）について座学（オンラインによる実施も可能）

で説明し、現地調査については実技講習を実施すること。ただし、座学講習は過

去３年間において現地調査業務を受託した実績がある場合は省略することも可

能とする。また、実技講習は、実際の調査箇所で現地調査業務受託者が調査を実

施し、本業務受託者は適切な調査手順であるか確認及び指導を行う。なお、現地

調査業務受託者の講習会への参加経費は、本業務には含まない。

また、現地調査業務受託者からの要請があった場合等、必要に応じて追加的な

講習を実施し、現地調査業務受託者が作成する調査資料への必要な助言・指導を

行うこと。

イ 現地調査業務で使用する機材等の管理

現地調査業務で使用する機材に求める性能等は下表のとおりとし、現地調査業

務受託者に対し、機材等の調達に関する助言を行うとともに、機材の使用方法と

調査方法に関する研修を行う。現地調査業務受託者は、現地調査業務の調査を開

始するまでに樹高計測器の測定精度を確認し、その結果を品質登録カード（林野

庁が定める様式）に記録した上で、本業務受託者に提出させることとする。本業

務受託者は、これを確認し、使用する機材の精度確認を行うとともに、調査員の

主観を極力排除するための調査項目の設定と判定方法の整備を行う。なお、現地

調査業務受託者が使用する機材等の購入経費は、本業務には含まない。 

表 調査機材 

機材の種類（品名） 要求する性能等 

GPS ・位置精度：3.0m 2D-RMS 程度

・感度：トラッキング時 -165dBm、補足時 -148dBm 程度

PDA ・GPS 受信機との Bluetooth 接続が可能

・ナビゲーションソフトが動作し、GPS 受信機により取得

したログを記録できるもの

PDA用 

ナビゲーションソフト

・移動経路をシェープファイル（ポイント）として出力

し保存可能なもの

・シェープファイル以外のデータを変換して、シェープ

ファイルとする場合は、他に GPX ファイルデータも同

時に提出すること

直径割巻尺 ・１mm 単位で計測可能なもの

樹高計測器 ・超音波式で樹高、斜距離、水平距離を測定可能

・トランスポンダー（応答器）とセットで使用

（３）現地調査業務の進行管理、調査結果の集約

現地調査業務受託者から調査マニュアルに沿って入力された机上調査結果や現

地調査結果を受領し、一元的に整理するとともに進捗状況を管理する。また、提出



されたデータに異常（記入漏れや誤り等）がないか確認し、異常が認められた場合

は、該当する現地調査業務受託者に異常の内容、改善策を連絡するとともに、必要

に応じて再調査を指示し、同時に林野庁担当者に報告する。 

（４）現地調査業務の調査結果の分析・検証、精度管理

現地調査業務の調査結果について、精度向上のための分析を行い、その信頼性・

正確性を確かめるため、独立した観点からの検証を行うものとする。 

具体的には、現地調査業務受託者が「森林吸収源インベントリ情報整備事業「森

林経営」対象森林率調査現地調査マニュアル」（以下「調査マニュアル」という。）

等所定の方式に従った調査を実施していることを確認するため、現地調査業務受託

者から順次報告される調査結果について、全国の現地調査箇所の５％の箇所を抽出

し、調査結果の現地検証や同行調査（以下、「現地検証等」）を行い、精度管理の

観点から現地調査業務受託者の指導を行う。なお、現地検証等を行う場合は、あら

かじめ技術提案された抽出場所、検証方法等について林野庁担当官に協議の上承諾

を得ること。また、現地調査業務の履行段階で、現地調査業務受託者から作業の実

施状況や調査結果の報告を受け、その内容を確認する（この報告の様式は、本業務

受託者において指定するものとする。）。 

現地検証等や作業の実施状況及び調査結果の確認において異常が認められた場

合は、該当する現地調査業務受託者に異常の内容、改善策を連絡するとともに、必

要に応じて再調査を指示し、同時に林野庁担当者にも報告する。併せて、必要に応

じて過年度の調査箇所における調査結果の再整理を行う。 

（５）FM率等の算定

本年度の現地調査業務の結果を整理集計し、各調査箇所がFM林であるかどうかを

判定する。施業痕跡が定性間伐の場合は、林内の収量比数（Ry）を確認し、0.85未

満である場合をFM林とする。また、過年度事業での調査結果を合わせ、気候変動枠

組条約の下での基準年（1990年）から令和６年度末までに実施された施業を対象

としたFM率（令和６年度FM率）を樹種別地域区分別に算出する（算定方法は過年度

の調査報告書及び調査マニュアルを参照すること。なお、算出に必要なファイル等

は契約後に林野庁から手交する。）。その際、過年度事業の調査成果についても

必要に応じて整理する。

これらの結果は、令和７年12月末日までに林野庁に提出することとする（外的要

因等やむを得ない理由により期限までの提出が困難と見込まれる場合は、事前に林

野庁担当者に書面をもって報告し了解を得ること）。

（６）調査方法の改善及び次年度調査箇所の選点等

ア 後年度以降の現地調査業務の簡素化、効率化を図る観点から、以下について検

討し、必要に応じてマニュアルを改良する。

・民有林における施業履歴情報の活用

民有林では全ての調査箇所で現地調査を行っているが、国有林と同様に施業

履歴情報による机上調査が可能かどうか検討する。 

・非FM林の現況把握

将来的に施業が行われる見込みのない調査箇所について、現地調査の対象か



らの除外を検討するため、過去の調査データも用いながら、非FM林となってい

る調査箇所の樹種、林齢、立地条件や現況を整理し、最新の森林簿情報をもと

にリスト化する。また、リスト化した情報をもとに、非FM林をFM林へ誘導する

ため、森林所有者や関係自治体に向けた働きかけ等の方法を検討する。 

イ 林野庁が提供する過年度の調査箇所及び結果、選点方法等により、過年度から

本年度までの本事業成果を分析し、次年度の調査箇所を選点することとともに、

必要に応じて調査設計の改善について検討を行う。

（７）調査委員会の開催

本事業はGPG-LULUCF等の指針、森林経営対象森林の考え方、我が国における森林

施業の実態等に十分配慮しながら実施する必要があることから、吸収量の算定、我

が国の森林施業等についての有識者（３名以上。以下「委員」という。）からなる

調査委員会を１回以上開催する。開催に向けて、過年度までの指摘事項や課題等を

整理し、林野庁と調整の上、検討した内容をまとめること。調査委員会の開催に当

たっては、委員との連絡調整、謝金の支払、資料の作成・印刷、会場の借上等を行

うこととし、これに必要な経費は、本業務に含むものとする。なお、委員の適任者

を提案書で提案することとし、その決定に当たっては、林野庁担当者と十分に協議する

こと。

４ 事業実施期間

委託契約締結日 ～ 令和８年３月１０日(火)

５ 成果品 

 成果品について、令和８年３月１０日(火)までに、下記のとおり納入すること。納

入する電磁記録媒体資料は、ウイルスチェックを行い、ウイルスチェックに関する情

報（ウ イルス対策ソフト名、定義ファイルのバージョン、チェック年月日等）を記

載したラベルを添付して提出すること。 

（１） 納入物品

調査報告書  ３部

電磁記録媒体資料 １部（電技記録媒体資料には調査報告書のほか、調査報告

書に係るバックデータ、公表用のPDFファイルを含む。公

表用のPDFファイルについては、調査報告書をPDFファイル

化して作成することとし、作成後はプロパティの作成者の

情報を削除すること。なお、公表用のPDFファイルのサイ

ズが2MBを超える場合は、ファイルの分割を行い、各ファ

イルが2MBに収まるようにすること。）

（２） 納入場所

林野庁森林整備部森林利用課 森林吸収源推進班

〃 国有林野部経営企画課 経営計画班

６ 資料閲覧等 

本業務の実施に参考となる下記資料については、林野庁HPにて閲覧可能である



（https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/ondanka_zigyo.html）。

・過年度における本事業調査報告書

・調査マニュアル

７ その他

（１）受託者は業務の進行状況等を管理し、林野庁担当者に定期的に報告するほか、林

野庁担当者の求めに応じて適宜報告を行うものとする。

（２）業務の目的を達成するために、林野庁担当者は、業務状況・進行状況に関して必

要な指示を行えるものとし、受託者はこれに従うものとする。 

（３）受託者は、業務により知り得た情報について、外部に漏らしてはならない。

（４）業務の目的を達成するために、本仕様書に明示されていない事項で必要な作業が

生じたときは、林野庁担当者と受託者が協議を行うものとする。 

（５）受託者は、契約後、３（４）現地検証開始前に、現地調査における安全管理体制

図（緊急連絡先を明記）を林野庁担当者に提出すること。 

（６）受託者は、本業務の実施に当たって再委託を行う場合は、予め支出負担行為担当

官林野庁長官の承認を得なければならない。

（７）受託者は、支出負担行為担当官 林野庁長官の承認を受け、本事業を第三者に再

委託する場合には、本業務を通じて知り得た事項の情報の取扱いに関して必要且つ

適切な監督を行い、（３）の規定による受託者に対する義務を当該第三者に約させ

なければならない。

（８）本事業における人件費の算定に当たっては、別添の「委託事業における人件費の

算定等の適正化について」に従って行うものとする。なお、発注者は受託者から提

出された人件費の算定について確認するため、原則として人件費単価表（受託者が

組織として人件費単価を定めている場合）又は実際に従事する（した）者の給与明

細等の算定根拠書類を確認する。 

（９）受託者は、本業務の実施に当たり、関連する環境関係法令を遵守するものとする。 

・エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和

54 年法律 49 号）

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）

・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12 年法律第 100 号）

・労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）

・地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号）

・プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（令和３年法律第 60 号）

・森林法（昭和26年法律第249号）

（10）受注者は、役務の提供に当たり、新たな環境負荷を与えることにならないよう、

事業の最終報告時に様式を用いて、以下の取組に努めたことを、別紙３「環境負荷

低減のクロスコンプライアンス実施状況報告書」として提出すること。なお、全て

の事項について「実施した／努めた」又は「左記非該当」のどちらかにチェックを

入れるとともに、ア～エの各項目について、一つ以上「実施した／努めた」にチェ

ックを入れること。

ア 環境負荷低減に配慮したものを調達するよう努める。

イ エネルギーの削減の観点から、オフィスや車両・機械などの電気、燃料の使

用状況の記録・保存や、不必要・非効率なエネルギー消費を行わない取組（照



 

明、空調のこまめな管理や、ウォームビズ・クールビズの励行、燃費効率の

良い機械の利用等）の実施に努める。 

ウ 廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分に努める。 

エ エ 廃みどりの食料システム戦略の理解に努める。 

 

 































 

【別紙３】 

 

様式 

 

環境負荷低減のクロスコンプライアンス実施状況報告書 

 

以下のア～カの取組について、実施状況を報告します。 

 

ア 環境負荷低減に配慮したものを調達するよう努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・対象となる物品の輸送に当たり、燃料消費を少なくするよう検

討する（もしくはそのような工夫を行っている配送業者と連携

する）。 

☐ ☐ 

・対象となる物品の輸送に当たり、燃費効率の向上や温室効果ガ

スの過度な排出を防ぐ観点から、輸送車両の保守点検を適切に

実施している。 

☐ ☐ 

・農林水産物や加工食品を使用する場合には、農薬等を適正に使

用して（農薬の使用基準等を遵守して）作られたものを調達す

ることに努めている。 

☐ ☐ 

・事務用品を使用する場合には、詰め替えや再利用可能なものを

調達することに努めている。 
☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該当」）、

その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                   ） 

イ エネルギーの削減の観点から、オフィスや車両・機械などの電気、燃料の使用状

況の記録・保存や、不必要・非効率なエネルギー消費を行わない取組（照明、空調

のこまめな管理や、ウォームビズ・クールビズの励行、燃費効率の良い機械の利用

等）の実施に努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・事業実施時に消費する電気・ガス・ガソリン等のエネルギーに

ついて、帳簿への記載や伝票の保存等により、使用量・使用料

金の記録に努めている。 

☐ ☐ 



 

・事業実施時に使用するオフィスや車両・機械等について、不要

な照明の消灯やエンジン停止に努めている。 
☐ ☐ 

・事業実施時に使用するオフィスや車両・機械等について、基準

となる室温を決めたり、必要以上の冷暖房、保温を行わない

等、適切な温度管理に努めている。 

☐ ☐ 

・事業実施時に使用する車両・機械等が効果的に機能を発揮でき

るよう、定期的な点検や破損があった場合は補修等に努めてい

る。 

☐ ☐ 

・夏期のクールビズや冬期のウォームビズの実施に努めている。 ☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該当」）、

その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                   ） 

 

ウ 臭気や害虫の発生源となるものについて適正な管理や処分に努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・臭気が発生する可能性がある機械・設備（食品残さの処理や堆

肥製造等）を使用する場合、周辺環境に影響を与えないよう定

期的に点検を行う。 

☐ ☐ 

・臭気や害虫発生の原因となる生ごみの削減や、適切な廃棄など

に努めている。 
☐ ☐ 

・食品保管を行う等の場合、清潔な環境を維持するため、定期的

に清掃を行うことに努めている。 
☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該

当」）、その他の取組も行っていない場合は、その理由

（                                  ） 

 

エ 廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分に努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・事業実施時に使用する資材について、プラスチック資材から紙

などの環境負荷が少ない資材に変更することを検討する。 
☐ ☐ 



 

・資源のリサイクルに努めている（リサイクル事業者に委託する

ことも可）。 
☐ ☐ 

・事業実施時に使用するプラスチック資材を処分する場合に法令

に従って適切に実施している。  
☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該

当」）、その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                  ） 

 

 

オ 工事等を実施する場合は、生物多様性に配慮した事業実施に努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・近隣の生物種に影響を与えるような、水質汚濁が発生しないよ

う努めている。 
☐ ☐ 

・近隣の生物種に影響を与えるような、大気汚染が発生しないよ

う努めている。 
☐ ☐ 

・施工にあたり使用する機械や車両について、排気ガスの規制に

関連する法令等に適合したものを使用する。 
☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該

当」）、その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                  ） 

 

カ みどり戦略の理解に努めるとともに、機械等を扱う場合は、機械の適切な整備及

び管理並びに作業安全に努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・「環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート解説

書 －民間事業者・自治体等編－」にある記載内容を了知し、関

係する事項について取り組むよう努める。 

☐ ☐ 



 

・事業者として独自の環境方針やビジョンなどの策定している、

もしくは、策定を検討する。 
☐ ☐ 

・従業員等向けの環境や持続性確保に係る研修などを行ってい

る、もしくは、実施を検討する。 
☐ ☐ 

・作業現場における、作業安全のためのルールや手順などをマニ

ュアル等に整理する。また、定期的な研修などを実施するよう

に努めている。 

☐ ☐ 

・資機材や作業機械・設備が異常な動作などを起こさないよう、

定期的な点検や補修などに努めている。 
☐ ☐ 

・作業現場における作業空間内の工具や資材の整理などを行い、

安全に作業を行えるスペースを確保する。 
☐ ☐ 

・労災保険等の補償措置を備えるよう努めている。 ☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該

当」）、その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                  ） 
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